
議案第７８号

令和４年度埼玉県和光市一般会計補正予算（第８号）

令和４年度埼玉県和光市の一般会計の補正予算（第８号）は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算の補正）

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４１７，８１９千円を追加し、歳入歳出

予算の総額を歳入歳出それぞれ３３，１６５，２３７千円とする。

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予

算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法第２１３条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用することがで

きる経費は、「第２表 繰越明許費」による。

（債務負担行為の補正）

第３条 債務負担行為の追加は、「第３表 債務負担行為補正」による。

（地方債の補正）

第４条 地方債の変更は、「第４表 地方債補正」による。

令和４年１１月２４日提出

和光市長 柴﨑 光子

提 案 理 由

令和４年度埼玉県和光市一般会計の補正予算（第８号）について、地方自治法第２１８

条第１項の規定により、この案を提出するものである。



第 １ 表

歳  入  歳  出  予  算  補  正

（歳入）

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  1 －

10 国有提供施設等所在市
町村助成交付金等

27,450 △6,593 20,857

1 国有提供施設等所在市
町村助成交付金等

27,450 △6,593 20,857

16 国庫支出金 7,272,709 △703 7,272,006

1 国庫負担金 4,775,467 8,038 4,783,505

2 国庫補助金 2,471,054 △8,741 2,462,313

17 県支出金 2,264,691 △10,267 2,254,424

1 県負担金 1,600,449 △7,137 1,593,312

2 県補助金 475,829 △3,130 472,699

20 繰入金 765,511 863 766,374

1 基金繰入金 719,303 863 720,166

22 諸収入 302,885 150,819 453,704

5 雑入 222,800 150,819 373,619

23 市債 892,400 283,700 1,176,100

1 市債 892,400 283,700 1,176,100

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 32,747,418 417,819 33,165,237



（歳出）

千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  2 －

1 議会費 217,002 4,557 221,559

1 議会費 217,002 4,557 221,559

2 総務費 3,038,132 △19,736 3,018,396

1 総務管理費 2,037,607 △1,858 2,035,749

2 徴税費 351,855 △7,077 344,778

3 戸籍住民基本台帳費 320,949 △10,303 310,646

4 選挙費 63,060 △29 63,031

5 統計調査費 7,243 212 7,455

6 監査委員費 32,432 △1,190 31,242

7 生活環境費 84,886 △1,212 83,674

8 自治振興費 140,100 1,721 141,821

3 民生費 15,024,842 54,166 15,079,008

1 社会福祉費 4,663,729 122,008 4,785,737

2 児童福祉費 7,690,576 △91,989 7,598,587

3 生活保護費 2,637,458 21,848 2,659,306

4 国民年金事務取扱費 32,779 2,299 35,078

4 衛生費 2,894,895 40,675 2,935,570

1 保健衛生費 1,433,310 8,360 1,441,670

2 清掃費 1,461,585 32,315 1,493,900

5 労働費 65,356 1,320 66,676

1 労働諸費 65,356 1,320 66,676

6 農林水産業費 51,322 △922 50,400

1 農業費 51,322 △922 50,400

7 商工費 169,729 △2,308 167,421

1 商工費 169,729 △2,308 167,421

8 土木費 2,905,658 △1,562 2,904,096

1 道路橋りょう費 1,188,110 △4,671 1,183,439

2 河川費 8,716 3,600 12,316

3 都市計画費 1,708,832 △491 1,708,341

10 教育費 4,192,625 321,257 4,513,882

1 教育総務費 1,416,477 △7,843 1,408,634

2 小学校費 898,683 328,848 1,227,531

4 社会教育費 700,628 △11,937 688,691



千円 千円 千円

款 項 補正前の額 補　正　額 計

－  3 －

5 保健体育費 961,772 12,189 973,961

11 公債費 2,011,194 △474 2,010,720

1 公債費 2,011,194 △474 2,010,720

12 諸支出金 1,114,155 20,846 1,135,001

1 基金費 1,114,155 20,846 1,135,001

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 32,747,418 417,819 33,165,237





第　２　表

繰　越　明　許　費

款 項

 １ 議会費  １ 議会費

－ 5 －



(単位：千円)

事 業 名 金 額

議場等施設整備
（議会棟議場システム設備改修工事設計業務
委託）

１，９８０

－ 6 －



第　３　表

債　務　負　担　行　為　補　正

（ 追　加 ）

事　　　　　　　　　　　　　　　項

土地区画整理事業に係る環境影響評価業務委託

－ 7 －



期　　　　　　間 限　　　　　　　度　　　　　　　額

令和４年度から
令和５年度まで

委託料及び消費税の合計額

－ 8 －



第　４　表

地　　方　　債　　補　　正

（ 変　更 ）

限度額 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法

広沢小学校トイレ改
修事業

72,000

第三小学校用地取得
事業

46,800

午王山遺跡用地取得
事業

13,100

総合体育館照明交
換・特定天井改修事
業

110,100

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

起債の目的

補 正 前

普通貸借
又　　は
証券発行

－ 9 －



(単位：千円)

限度額 起債の方法 利 率

90,900

338,400

11,400

85,000

普通貸借
又　　は
証券発行

年４．０％以内
（ただし、金利見
直し方式で借り入
れる政府資金及び
地方公共団体金融
機構資金につい
て、利率の見直し
を行った後におい
ては、当該見直し
後の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合は、その債権者と協定し
た融資条件による。ただし、
市財政の都合により据置期間
および償還期限を短縮し、又
は繰上償還若しくは低利に借
り換えすることができる。

補 正 後

償 還 の 方 法

－ 10 －





－ 12 －

令 和 ４ 年 度

埼 玉 県 和 光 市 一 般 会 計 補 正 予 算

説 明 書



１ 総 括

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

（歳 入）

款 補正前の額 補　正　額 計

千円 千円 千円

－  13 －

 10 国有提供施設等所在市町村助成交付金等 27,450 △6,593 20,857

 16 国庫支出金 7,272,709 △703 7,272,006

 17 県支出金 2,264,691 △10,267 2,254,424

 20 繰入金 765,511 863 766,374

 22 諸収入 302,885 150,819 453,704

 23 市債 892,400 283,700 1,176,100

歳　　入　　合　　計 32,747,418 417,819 33,165,237



（歳 出）

款 補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

特　　定　　財　　源

国　県
支出金

地方債 その他
一般財源

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

－  14 －

  1 議会費 217,002 4,557 221,559 4,557

  2 総務費 3,038,132 △19,736 3,018,396 △19,736

  3 民生費 15,024,842 54,166 15,079,008 5,898 48,268

  4 衛生費 2,894,895 40,675 2,935,570 691 863 39,121

  5 労働費 65,356 1,320 66,676 1,320

  6 農林水産
業費

51,322 △922 50,400 △922

  7 商工費 169,729 △2,308 167,421 △2,308

  8 土木費 2,905,658 △1,562 2,904,096 △1,270 △292

 10 教育費 4,192,625 321,257 4,513,882 △16,289 283,700 16,000 37,846

 11 公債費 2,011,194 △474 2,010,720 △474

 12 諸支出金 1,114,155 20,846 1,135,001 20,846

歳出合計 32,747,418 417,819 33,165,237 △10,970 283,700 16,863 128,226



























































































































１ 特別職

職員数 (年間支給率) 共済費 合　計

期末手当

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
(4.15月)

3 27,180 701 10,161 38,042 6,141 44,183

(3.30月)

17 74,340 24,529 98,869 23,882 122,751

704 66,161 66,161 66,161

724 140,501 27,180 701 34,690 203,072 30,023 233,095

(4.15月)

3 27,180 491 11,281 38,952 6,141 45,093

(3.30月)

17 74,340 24,529 98,869 23,882 122,751

704 66,161 66,161 66,161

724 140,501 27,180 491 35,810 203,982 30,023 234,005

0 0 210 △ 1,120 △ 910 0 △ 910

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

0 0 0 210 △ 1,120 △ 910 0 △ 910

給　　与　　費　　明　　細　　書

区　　分

給　　与　　費

備考報　酬 給　料 通勤手当 計

市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

補正後

長 等
市　長
副市長
教育長

議 員

その他の
特 別 職

計

比 較

長 等

議 員

その他の
特 別 職

計

補正前

長 等

－75－



２　一般職

　⑴　総括
(単位：千円)

職員数

(人)

(285)

462

(285)

462

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 438,483 1,635,663 1,277,480 3,351,626 652,093 4,003,719

補正前 438,275 1,652,212 1,305,642 3,396,129 656,648 4,052,777

比　較 208 △ 16,549 △ 28,162 △ 44,503 △ 4,555 △ 49,058

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 33,790 36,100 △ 2,310

管 理 職 手 当 59,784 56,340 3,444

地 域 手 当 259,804 261,709 △ 1,905

住 居 手 当 34,797 37,131 △ 2,334

通 勤 手 当 30,587 30,583 4

期 末 手 当 496,466 511,595 △ 15,129

勤 勉 手 当 284,777 297,373 △ 12,596

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 785 785 0

特 殊 勤 務 手 当 1,870 1,797 73

超 過 勤 務 手 当 74,820 72,229 2,591

計 1,277,480 1,305,642 △ 28,162

－76－



　ア　会計年度任用職員以外の職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(5)

412

(5)

412

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 1,504,485 1,131,508 2,635,993 527,276 3,163,269

補正前 1,521,034 1,159,670 2,680,704 531,831 3,212,535

比　較 △ 16,549 △ 28,162 △ 44,711 △ 4,555 △ 49,266

　※１　この表は、給料をもって支弁される会計年度任用職員以外の一般職の職員で予算の積算の基礎となったものに
　　　ついて記載する。
　※２　（　）内は、短時間勤務職員について外書きする。

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当 33,790 36,100 △ 2,310

管 理 職 手 当 59,784 56,340 3,444

地 域 手 当 240,139 242,044 △ 1,905

住 居 手 当 34,797 37,131 △ 2,334

通 勤 手 当 27,154 27,150 4

期 末 手 当 379,408 394,537 △ 15,129

勤 勉 手 当 284,777 297,373 △ 12,596

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当 785 785 0

特 殊 勤 務 手 当 1,870 1,797 73

超 過 勤 務 手 当 69,004 66,413 2,591

計 1,131,508 1,159,670 △ 28,162

－77－



　イ　会計年度任用職員
(単位：千円)

職員数

(人)

(280)

50

(280)

50

(0)

0

職員手当の内訳
(単位：千円)

区　分
給　　与　　費

共済費 合　計 備　考
報酬 給料 職員手当 計

補正後 438,483 131,178 145,972 715,633 124,817 840,450

補正前 438,275 131,178 145,972 715,425 124,817 840,242

比　較 208 0 0 208 0 208

　※１　この表は、報酬又は給料をもって支弁される会計年度任用職員で予算の積算の基礎となったものについて
　　　記載する。
　※２　（　）内は、会計年度任用の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を
　　　要する職を占める職員の一週間当たりの通常の勤務時間に比し短い職員について外書きする。

区　　　分 補　正　後 補　正　前 比　　　較

扶 養 手 当

管 理 職 手 当

地 域 手 当 19,665 19,665 0

住 居 手 当

通 勤 手 当 3,433 3,433 0

期 末 手 当 117,058 117,058 0

勤 勉 手 当

管 理 職 員 特 別 勤 務 手 当

特 殊 勤 務 手 当

超 過 勤 務 手 当 5,816 5,816 0

計 145,972 145,972 0

－78－



　 　給料及び職員手当の増減額の明細 (単位：千円)

　 　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

区　分 増減額 増減事由別内訳 説　明 備　考

給 料 △ 16,549 給与改定に伴う 3,485 給与改定に伴う

増減分 増額分 3,485

昇給に伴う増加

分

その他の増減分 △ 20,034 職員の採用・退職等に

職員手当 △ 28,162 制度改正に伴う 20,870

伴う増減分 △ 20,034

増減分

その他の増減分 △ 49,032 職員の採用・退職等に

給与改定に伴う

増額分 20,870

伴う増減分 △ 51,623

超過勤務手当の増額分

2,591

区　　　　　　　　　　　分 行　政　職

平 均 給 料 月 額 (円) 314,952

Ｒ４年１０月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 392,680

平 均 年 齢 (歳) ４０歳１１箇月 

平 均 給 料 月 額 (円) 311,741

Ｒ４年１月１日現在 平 均 給 与 月 額 (円) 390,065

平 均 年 齢 (歳) ４０歳０８箇月 

－79－



　　イ　級別職員数

級 級

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

11 2.7 11 2.7

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

17 4.1 14 3.4

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

22 5.3 26 6.3

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

61 14.8 49 11.9

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

127 30.8 134 32.6

( 5 ) ( 100 ) ( 3 ) ( 100 )

84 20.4 85 20.7

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

77 18.7 72 17.5

( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 0 )

13 3.2 20 4.9

( 5 ) ( 100 ) ( 3 ) ( 100 )

412 100.0 411 100.0

(　　)内は短時間勤務職員外書き

（級別の標準的な職務内容）

　　ウ　期末手当・勤勉手当

(　　)内は再任用職員の標準的な支給率

区分
行　政　職

区分
行　政　職

 職員数　(人) 構成比　(％)  職員数　(人) 構成比　(％)

R4年10月1日

８級

R4年1月1日

８級

７級 ７級

６級 ６級

５級 ５級

４級 ４級

３級 ３級

２級 ２級

１級 １級

計 計

区　分 ８級 ７級 ６級 ５級 ４級 ３級 ２級 １級

行政職 部長 次長 課長 課長補佐 統括主査 主任 主事･技師 主事補･技師補

区　分
支給期別支給率

支給率計
職制上の段階･職
務の級等による加

算措置
備　　　考

６月(月分) 12月(月分) （月分）

本年度
（1.125） （1.175） （2.3）

有
2.150 2.250 4.40

国の制度
（1.125） （1.175） （2.3）

有
2.150 2.250 4.40

－80－



期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又 は 支 出 額 の 見 込 み 及 び 当 該 年 度 以 降 の 支 出 予 定 額 等 に 関 す る 調 書

（令和４年度に係るもの）

事 項 限 度 額

令 和 ３ 年 度 ま で

の 支 出 額 （ 見 込 額 ）

土地区画整理事業に係る環境
影響評価業務委託

委託料及び消費税の合計額

－ 81 －



一 般

期 間 金 額 国県支出金 地 方 債 そ の 他 財 源

令和４年度

～

令和５年度

令 和 ４ 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

支 出 予 定 額 特 定 財 源

限 度 額
に 同 じ

－ 82 －



地方債の前々年度末及び前年度末における現在高並びに

当該年度末における現在高の見込みに関する調書

合　　　　　　計 16,554,400 16,111,654

(4) 減収補てん債 222,077 178,169

(3) 臨時財政対策債 3,991,076 3,393,957

(2) 臨時税収補てん債 0 0

(1) 減税補てん債 230,255 164,493

　２．そ　　の　　他 4,443,408 3,736,619

(6) 教  　育  　債 4,037,161 3,621,721

(5) 消  　防  　債 49,238 53,396

(4) 土  　木  　債 6,532,661 6,130,675

(3) 衛  　生  　債 317,800 340,360

(2) 民　  生  　債 661,212 655,423

(1) 総  　務  　債 512,920 1,573,460

　１．普　　通　　債 12,110,992 12,375,035

区　　　　　　分
令 和 ２ 年 度 末
現 在 高

令 和 ３ 年 度 末
現 在 高
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(単位：千円)

〔　〕内の金額は、令和３年度からの繰越分を含んだ金額。

1,176,100
1,947,184

15,340,570

〔1,533,100〕 〔15,697,570〕

43,909 134,260

599,528 2,794,429

0

54,872 109,621

0 698,309 3,038,310

543,000
424,849

3,739,872

〔783,300〕 〔3,980,172〕

29,600 14,079 68,917

471,000
603,955

5,997,720

〔575,800〕 〔6,102,520〕

553,700

87,500 13,440 414,420

19,500 121,223

25,500
71,329

1,527,631

〔37,400〕 〔1,539,531〕

1,176,100
1,248,875

12,302,260

〔1,533,100〕 〔12,659,260〕

本　年　度　中　の　増　減　見　込　み
令 和 ４ 年 度 末
現 在 高 見 込 額本 年 度 中

起 債 見 込 額
本 年 度 中
元 金 償 還 見 込 額
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